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第３章 目指すべき姿 

 

第１節 全体目標 

国の基本計画を踏まえ、「循環器病予防の取組の推進」、「医療提供体制の整備」、「多職種連携による

循環器病対策・循環器病の患者支援」、「循環器病対策を推進するために必要な基盤の整備」に取り組

むことにより、「健康寿命の延伸」、「循環器病の年齢調整死亡率の減少」を目指します。 

 

 

１．健康寿命の状況 

  健康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）※は、男女ともに全国より長い傾向にありましたが、

平成 28 年以降は全国よりやや短く、令和元年には、男性 72.55 年、女性 74.99 年となっています。 

 

［図］健康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）※の推移 

※国民生活基礎調査における「あなたは現在、健康上の問題で日常生活に何か影響がありますか」    
という質問に対して、「ない」という回答を「健康」とし、「ある」という回答を「不健康」として算出 

（厚生労働科学研究） 

 

 

２．年齢調整死亡率の状況 

  循環器病（脳血管疾患・心疾患）の年齢調整死亡率は、男女ともに減少していますが、脳血管疾患

については全国より高い傾向が続いています。 

 

［図］脳血管疾患の年齢調整死亡率の推移（人口 10 万対） 

（厚生労働省「人口動態統計特殊報告」） 
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［図］心疾患（高血圧性を除く）の年齢調整死亡率の推移（人口 10 万対） 

（厚生労働省「人口動態統計特殊報告」） 

 

［表］主な循環器病の年齢調整死亡率（平成 27 年）                （人口 10 万対） 

 

脳血管疾患 心疾患 

 脳梗塞 脳内出血 
くも膜下 

出血 
 

虚血性心疾患 

心不全 
大動脈瘤 

及び解離  
急性 

心筋梗塞 

男性 
長野県 41.0 20.1 13.7 5.2 60.8 28.3 16.9 15.5 6.2 

全国 37.8 18.1 14.1 4.7 65.4 31.3 16.2 16.5 6.4 

女性 
長野県 22.2 11.4 6.2 4.1 28.3 9.6 5.9 10.6 3.8 

全国 21.0 9.3 6.3 4.8 34.2 11.8 6.1 12.4 3.3 

（厚生労働省「人口動態統計特殊報告」） 

 

 

第２節 基本的な方向性 

 

「循環器病予防の取組の推進」 

 循環器病の発症予防、発症後の再発・重症化予防に資する取組を推進するとともに、多様な手段

による普及啓発・適切な情報提供を行います。また、特定健康診査・特定保健指導の実施率向上に

向け、実態調査やデータ分析を行い、より効果的な対策を実施します。 

 

「医療提供体制の整備」 

   循環器病の患者がその居住地に限らず適切な医療・介護サービスを享受できるよう、病期に応じ

た医療提供体制の整備を推進します。また、循環器病の緩和ケアや、小児期発症の循環器病に対す

る医療提供体制の整備に向けた関係職種に対する普及啓発や、医療水準の向上に資する取組を行い

ます。 

 

「多職種連携による循環器病対策・循環器病の患者支援」 

 循環器病の患者が、住み慣れた地域で療養生活を送ることができるよう、多職種が相互に連携し、

必要な医療・介護サービス等が提供される体制づくりを推進します。 

 

「循環器病対策を推進するために必要な基盤の整備」 

   国が構築を進める循環器病の研究推進に関する公的な枠組みの構築に協力するとともに、そのデ

ータの活用方法等について検討を行います。 



14 

第３節 ロジックモデル 
 

＜ロジックモデル＞ 

計画の目標である長期成果（最終アウトカム）を設定した上で、それを達成するために必要となる中間成果（中間アウ

トカム）を設定し、当該中間成果を達成するために必要な個別施策を設定する等、計画が目標を達成するに至るまでの論

理的な関係を体系的に図式化したもの。 
（「都道府県循環器病対策推進計画の策定に係る指針」令和２年 10 月 29 日厚生労働省健康局がん・疾病対策課長通知） 

 

 
※分野及びアウトカム区分【A・B・C】ごとの評価指標については、第５章（60 ページ～）に記載しています。 
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第３節 ロジックモデル 
 

＜ロジックモデル＞ 

計画の目標である長期成果（最終アウトカム）を設定した上で、それを達成するために必要となる中間成果（中間ア

ウトカム）を設定し、当該中間成果を達成するために必要な個別施策を設定するなど、計画が目標を達成するに至る

までの論理的な関係を体系的に図式化したもの。 
（「都道府県循環器病対策推進計画の策定に係る指針」令和２年 10 月 29 日厚生労働省健康局がん・疾病対策課長通知） 

 

 
  


